（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：森林整備費
	事業名　新林木育種事業地管理運営費(備品購入費)


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　林政部　森林整備課　整備係　電話番号：058-272-1111（内3195）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11515@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　4,278円（前年度予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,278
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,278

	決定額
	3,825
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,825


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県内３箇所の林木育種事業地において、植栽に必要な種子及び苗木の生産・供給を行っている。優良な種子及び苗木の生産を行うためには、年間を通じて林木育種事業地及び採種園を良好な状態に維持する必要がある。
（２）事業内容

　　　　林木育種事業地、採種園等の手入れ（苗木の植替え、下刈り、施肥、枝の切り揃え、病害虫防除等）や着果促進（花の芽をたくさん着けるためのジベレリン処理）等、安定的に優良な種子及び苗木を生産するための作業を行うのに必要な備品を整備する。

　　　　

（３）県負担・補助率の考え方

　　　　一般財源10/10

　　　　県が所有する採種園の木から、優良な造林用種子を供給することによって県下の造林成績の向上に繋がることが期待されるが、そのためには採種園で使用する備品を良好な状態に保たなければならない。

（４）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	4,278
	

	合計
	4,278
	


	　決定額の考え方　

　事業内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項

（１）国・他県の状況
　　　　採種園を有する多くの県においても、直営や外部委託により採種園を維持管理している。
（２）事業主体及びその妥当性
　　　　優良な種子及び苗木の生産・供給を行うため、県が事業主体となって造林成績の向上に努めている。
　　　　当事業地の備品の大半が減価償却資産の耐用年数等を大幅に超過している。これまで、部品の交換修繕等により維持管理を行っているが、部品が入手困難なため修繕ができず、作業に支障を来し、安全性・効率性を考慮した上で必要な備品を順次更新していく必要がある。

　　　　

事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　  造林用種子及び苗木を安定生産できるよう、年間を通して良好な状態に管理するために必要な備品を更新する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	種子生産量(kg)
	（S45）
	72　
（H26）
	63　
（H27）
	59

（H28）
	100
（H31）
	％
　59　　

	　　　　　（本）
花木苗等配布本数
	（H7 ）
	（H  ）
	（H  ）
	1,016

(H28)
	1,000

（H31）
	％
102


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　　平成28年度は、約59kgの種子を生産し、約38kgを配付した（うち県内に約33kg配付、凶作時用の貯蔵種子も配付）。これら生産にかかる採種園の手入れや着花促進を実施し、また、コンテナ苗の試験育苗を実施した。

　　延べ36の植樹イベントで、1,016本の苗木が植樹された（H28）。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　約33kgの種子は、１～３年後に約132haの植栽に使用される苗木の本数に相当すると見込んでいます。これらの種子は、県内の苗木生産者によって苗木として育てられ、将来植栽が必要な箇所に優良な苗木が供給されることになります。

また、県民が行った地域の緑化活動等により、参加者への緑化意識の向上が期待できるほか、将来にわたって地域の人々へその波及効果が期待される。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	種子の生産は、県下の造林事業の根幹ともいえるため、産地の明らかな優良種苗を安定的に供給するため、備品更新の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	森林資源を循環利用していくために、植栽は確実性が高い方法であり、そのために必要な種子を供給するための備品を更新していくことの有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	採種園等の手入れ、着果促進などの管理作業を外部に委託しているため、民間の活力により事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　　管理作業を実施する人の高齢化や生産技術の伝承。

　　耐用年数が大幅に超過した備品が現存する。修繕により使用しているが、　　
　　補修部品の製造終了に伴い修理不能であるとともに、作業の効率性・安全性に問題が生じてくる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　　県下に安定的に種子を配布できる規模の施設は県しか有していないため、県民の財産として活用し、優良な種子の生産に努めていく。



